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１ 受益者負担金制度について 

 

１．制度の概要 

下水道は、生活環境の改善と雨水の排除による浸水の防除及び公共用水域の水質汚濁

を防ぐために、重要な役割を果たす都市施設です。 

下水道整備を行うには莫大な建設費が必要であり、その財源の一つとして受益者負担

金制度が採用されています。 

受益者負担金制度は、下水道が整備されることによる生活環境の改善等、利益を受け

るものに相応の負担を求めることは負担の公平性という観点から適当であるとの理由

により採用されています。 

本制度が採用されることにより下水道整備の推進に大きな役割をはたしています。 

 

２．法的根拠 

  都市計画法第７５条に基づいて「川越市川越都市計画下水道事業受益者負担に関する

条例」、及び「川越市川越都市計画下水道事業受益者負担に関する条例施行規程」を制

定しています。 

 

都市計画法第７５条 

１ 国、都道府県又は市町村は、都市計画事業によつて著しく利益を受ける者があると

きは、その利益を受ける限度において、当該事業に要する費用の一部を当該利益を受

ける者に負担させることができる。 

２ 前項の場合において、その負担金の徴収を受ける者の範囲及び徴収方法について

は、国が負担させるものにあつては政令で、都道府県又は市町村が負担させるものに

あつては当該都道府県又は市町村の条例で定める。 

 

３．川越市の現状 
昭和４３年３月、川越都市計画下水道事業受益者負担に関する省令（建設省令第１１

号）に基づいて受益者負担金制度を採用し、同年６月より賦課、徴収を実施しました。 

その後、昭和４７年３月、「川越市川越都市計画下水道事業受益者負担に関する条例」

を制定（昭和４７年４月１日施行）しました。 

その後、単位負担金額については昭和５７年１０月、昭和６１年３月、平成２年１２

月及び平成８年３月の川越市議会において条例改正を行いました。 
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４．川越市の制度の概要 

 （１）受益者（納入義務者） 

受益者は土地の所有者となります。ただし、地上権、質権又は使用貸借若しくは

賃貸借による権利の目的となっている土地については、それぞれの権利者が受益者

となります。 

 

（２）受益者負担金の計算方法 

土地の面積に単位負担金額を掛けた額が受益者負担金額となります。 

 

土地の面積（㎡）×単位負担金額（円／㎡）＝受益者負担金額（円） 

 

 （３）単位負担金額 

負担区毎に単位負担金額を規定しています。 

市街化調整区は平成８年度から下水道整備が始まり、現在は流域第４負担区と

なっています。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

負担区 単位負担金額 設定年度 対象区域 

第一負担区 ５１円／㎡  昭和４３年  

 

 

 

市街化区域 

第二負担区 ７８円／㎡ 昭和４３年 

第三負担区 ６２円／㎡ 昭和４３年 

第四負担区 １７６円／㎡ 昭和４３年 

第五負担区 １３９円／㎡ 昭和４３年 

第六負担区 １５０円／㎡ 昭和４３年 

第七負担区 １８３円／㎡ 昭和４７年 

第八負担区 ２１９円／㎡ 昭和４７年 

第九負担区 １５１円／㎡ 昭和４９年 

第十負担区 ９５円／㎡ 昭和５０年 

第十一負担区 １５３円／㎡ 昭和５１年 

流域第一負担区 ３６０円／㎡ 昭和５７年 

流域第二負担区 ３９５円／㎡ 昭和６１年 

流域第三負担区 ４２５円／㎡ 平成３年 

流域第四負担区 ６９０円／㎡ 平成８年 市街化調整区域 
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（４）受益者負担金の賦課及び納付方法 

受益者負担金は下水道の供用開始年（下水道を整備した翌年）に賦課をします。 

受益者負担金額を５年で分割し、さらに１年を４回に分割した２０回払いでの

納付となります。 

１年の納期は６月、９月、１２月、翌年２月です。 

     なお、翌年度以降分を含めて全額一括で納付した場合報奨金が交付されます。 

 

５．諮問について 

下水道事業計画区域(下水道法及び都市計画法による事業認可を受けて下水道に流入

することができる区域)が追加されました。 

この追加された区域に新たな負担区を定めること、及びその単位負担金額についての

ご審議をお願いします。  
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２ 公共下水道事業分担金制度について 

 

１．制度の概要 
川越市の市街化調整区域の下水道事業計画区域(下水道法及び都市計画法による事業

認可を受けて下水道に流入することができる区域、以下、「認可区域」といいます)は、

計画をした当時(平成７年)の現況宅地のみ（農地等を省く）を区域としています。その

ため、それ以降に宅地化され、公共下水道が埋設されている公道に面していても宅地化

された土地は認可区域に含まれません（認可区域外）。 

認可区域外から下水道に流入（接続）する場合には、受益者負担金を賦課、徴収して

いる認可区域内の住民との負担の公平性をはかるため、下水道事業費の一部として川越

市公共下水道事業分担金を賦課、徴収しています。 

 

２．法的根拠 

   地方自治法第２２４条に基づいて「川越市公共下水道事業分担金条例」及び、「川越

市公共下水道事業分担金条例施行規程」を制定しています。 

    

地方自治法第２２４条 

普通地方公共団体は、政令で定める場合を除くほか、数人又は普通地方公共団体

の一部に対し利益のある事件に関し、その必要な費用に充てるため、当該事件によ

り特に利益を受ける者から、その受益の限度において、分担金を徴収することがで

きる。 

 

３．川越市の現状 

当初、認可区域外からの流入については、「川越市の設置する公共下水道（汚水）

区域外流入に関する要綱（昭和６０年７月２３日施行）」により寄付金としてお願い

していましたが、平成１２年３月に「川越市公共下水道事業分担金条例（平成１２年

４月１日施行）」を制定し、同時に要綱は廃止して分担金の賦課、徴収を開始しまし

た。 

 

４．川越市の概要 

 （１）納入義務者 

納入義務者は、認可区域外から下水を流入させようとする建築物の敷地である土

地の所有者となります。ただし、地上権、質権又は使用貸借若しくは賃貸借による

権利の目的となっている土地については、それぞれの権利者が納入義務者となりま

す。 
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（２）分担金の計算方法 

建築物の敷地である土地に、１平方メートル当たりの額（現在は６９０円）を掛

けた額が分担金額となります。 

 

計算例  土地面積（㎡）×６９０（円／㎡）＝分担金額(円) 

 

（３）分担金の賦課及び納付方法 

分担金は区域外流入の許可をした時に賦課します。 

一括での納付となり、区域外流入を許可した日の翌月末が納付期限となります。 

  

５．諮問について 

受益者負担金で新しい単位負担金額が定まった場合、分担金の額について変更するこ

とについてのご審議をお願いします。 


